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的枠組みに移行する工程が、2011 年 11 月 28 日か

























回締約国会合（MOP7）では、2013 年 1 月から京
都議定書の第二約束期間に入ることが合意された。
第二約束期間の期間は、新しい枠組への移行を視







　2011 年 12 月、地球温暖化防止に向けて、南アフリカ共和国のダーバンで開催された気候変動枠組









3）　IEA “World energy outlook 2011”
4）　科学技術動向 2006年 1月号トピックス
図表　COP 17 および MOP7 の主な成果
参考資料1、2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
TOPICS
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参　考
1）　Masataka Higashiwaki et.al “Gallium oxide （Ga2O3）metal-semiconductor field-effect transistors on single-crystal 





































が開かれた。またGa2O3 は、SiC や GaNには適用
できない「融液成長法」により単結晶基板の製造
が比較的容易であるため、量産効果が見込まれ、



















～1 万 V 級の高電圧領域まで適用できる見通しが開かれた。
TOPICS
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9᫤ 00ฦ㻃8᫤ 59ฦ
参　考　1）　International Telecommunication Union Press Release：http://www.itu.int/net/pressoffice/press_releases/2012/03.aspx
　　　　2）　（独）情報通信機構・日本標準時グループ：http://jjy.nict.go.jp/news/index.html
　　　　3）　国立天文台（よくある質問）；http://www.nao.ac.jp/QA/faq/a0404.html
　　　　4）　科学技術動向誌 2009年 6 月号「電磁気学における混乱と CPT 対称性の意義―対称性に結びつく単位系―」
　国連の専門機関である国際電気通信連合（ITU：























られている。地球の自転周期は約 23 時間 56 分で残
りの 4 分は公転による寄与だが、自転周期が一定で
はないため、UT1 における 1 秒は一定の時間間隔で
はない。その結果 UTC と UT1 に時刻のずれが生
じるため、このずれが 0.9 秒以上にならないように、
UTC の時刻を調節する必要がある。具体的には、
6 月または 12 月の末日に 23 時 59 分 60 秒を加える





め、UTC と TAI の時刻には、現在では 34 秒の差が
生じている。GPS 衛星が搭載する原子時計は TAI の
時刻を刻んでおり、GPS 時刻から 34 秒を引かない
と UTC 時刻にならないという不都合も生じている。
　次回のうるう秒は、UTC の 2012 年 6 月 30 日に、
世界同時に挿入される予定である。日本では 7 月 1






じる。ITU の試算によれば、UTC と TAI の時刻差は
2100 年には 3〜4 分、2700 年には約 30 分に達する1）。ま

















されている次回の無線通信総会での合意を目指すことになった。ITU の試算によれば、UTC と TAI
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参　考　1）　S. Wydra, Production and Employment Impacts of Biotechnology -Input-output Analysis for Germany, 
Technological Forecasting and Social Change, 78（7）, 1200-1209, 2011.
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2020 年までの 10 年間の目標を掲げた新しい経済成
長戦略「Europe 2020」である。この成長戦略では、
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◂✪ᶭ㛭 አᅗெ◂✪⩽ᩐ㸝≺㸞∸㈹࣬ᮞᩩ◂✪ᶭᵋ 585㸝≺㸞⏐ᴏᢇ⾙⥪ྙ◂✪ᡜ 394㸝භ㸞㧏࢙ࢾ࣭ࣜ࢟ຊ㏷ჹ◂✪ᶭᵋ 305 㸝≺㸞ᅗ❟⎌ሾ◂✪ᡜ 031㸝≺㸞㎨ᴏ࣬㣏ဗ⏐ᴏᢇ⾙⥪ྙ◂✪ᶭᵋ 64 㸝≺㸞ᅗ㝷㎨ᯐỀ⏐ᴏ◂✪ࢬࣤࢰ࣭ 51 㸝≺㸞㎨ᴏ⏍∸㈠″◂✪ᡜ 82㸝≺㸞㎨ᴏ⎌ሾᢇ⾙◂✪ᡜ 81㸝≺㸞ᅰᮄ◂✪ᡜ 21Ẵ㇗ᖿẴ㇗◂✪ᡜ 01㸝≺㸞᲻ᯐ⥪ྙ◂✪ᡜ 6㸝≺㸞ᘋ⠇◂✪ᡜ 3ᅗᅰஹ㏳┤ࠈᅗᅰᢇ⾙ᨳ➿⥪ྙ◂✪ᡜ 1ᅗᅰஹ㏳┤ࠈᅗᅰᆀ⌦㝌 1 㸝◂ಞ⩽ࢅ㝎ࡂ㸞



































































































































お、 図 表 3 中 Chin. Acad. Sci. と












年 以 降 に NIMS か ら 発 表 さ れ
ている論文の 38%、被引用数の
52% が MANA からの寄与である
（図表 4（A））。また、被引用数






























 Institute Citation  Institute Citation 
1 Max Planck Society 25739 Chin. Acad. Sci. 45576 
2 Tohoku Univ. 23891 Max Planck Soc. 16318 
3 MIT 18568 MIT 11514 
4 UC Santa Barbara 17338 NIMS 11266
5 Penn. State Univ. 15503 Natl. Univ. Singapore 11209 
6 Chin. Acad. Sci. 15101 Tsing Hua Univ. 10436 
7 Univ. Cambridge 14977 Tohoku Univ. 10291 
8 Kyoto Univ. 13301 Georgia Tech. 9463 
9 Osaka Univ. 12575 Ind. Inst. Tech. 9459 





(A) NIMS ධమࡡㄵᩝᩐ࣬⿍ᘤ⏕ᩐ࡞ᑊࡌࡾ MANA ࡡᐞ୙⋙㸝2007㹳2010ᖳ㸞㻕㻓㻓㻚 㻕㻓㻓㻛 㻕㻓㻓㻜 㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻓㻚㻐㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻓㻚 㻕㻓㻓㻛 㻕㻓㻓㻜 㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻓㻚㻐㻕㻓㻔㻓㻈㻘㻙㻈㻙㻙㻈㻖㻙㻈㻜㻙㻈㻛㻙㻈㻘㻘㻈㻖㻙㻈㻛㻘㻈㻚㻗㻈㻜㻗㼜㼕㼗㼖㼌㼐㼈㼋㻦㻰㼄㼗㼈㼕㼌㼄㼏㼖㻃㻶㼆㼌㼈㼑㼆㼈 㻖㻕㻈 㻖㻕㻈 㻗㻓㻈 㻗㻗㻈 㻖㻚㻈 㻖㻖㻈 㻗㻘㻈 㻗㻜㻈 㻘㻘㻈 㻘㻔㻈㻈㻛㻘㻈㻛㻘㻈㻓㻙㻈㻗㻘㻈㻖㻙㻈㻓㻖㻈㻜㻕㻈㻗㻖㻈㻛㻕㻈㻜㻕㼖㼆㼌㼖㼜㼋㻳 㻈㻕㻘㻈㻖㻘㻈㻔㻘㻈㻜㻗㻈㻛㻗㻈㻛㻖㻈㻖㻗㻈㻔㻗㻈㻖㻖㻈㻖㻖㼏㼄㼗㼒㼗 ฦ㔕 ㄵᩝ⿍ᘤ⏕௲ᩐㄵᩝᩐ
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 (A) ICYS ࠾ࡼࡡ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈ ࢞ࣔࣛ࢓࢓ࢴࣈࡡᩐᾇአ ᅗහ◂✪ᶭ㛭 ኬᏕ࣬௺ᴏ NIMS ࣂ࣭ ࣏ࢾࣤ ࢹ MANA ◂✪ဤ NIMS ࣎ࢪࢺࢠᖲᠺ 16ᖳᗐ 3 0 0   ᖲᠺ 17ᖳᗐ 9 0 3 5  ᖲᠺ 18ᖳᗐ 4 3 1   ᖲᠺ 19ᖳᗐ 16 1 3 2  ᖲᠺ 20ᖳᗐ 2     ᖲᠺ 21ᖳᗐ 2  1 1  ᖲᠺ 22ᖳᗐ 8  2  2 ゛ 44 4 10 8 2 






















































































































































































































表 6（A）は震災前年の 2010 年の
4〜9 月に訪問した外国人数と震





























































































































1）　NISTEP REPORT No.102 米国の世界トップクラス研究拠点調査報告書（2007 年 3 月）
2）　文部科学省科学技術学術審議会第 6 期国際委員会第 4 回資料「筑波研究学園都市を国際拠点とするための提言」（2011








日経 BP 企画（2008 年 1 月）
7）　国際ナノアーキテクトニクス研究拠点（MANA）著、「The Challenging Daily Life or how can I love Japanese 
































































































































に一桁多い 190 万人から 700 万人
の避難者が発生することが想定さ
れている。食料についても、東日
















ⅇᐐྞ⛘ Ṓ⩽䟺ྱ⾔᪁୘᪺⩽䟻 㑂㞬⩽ ∸㈠ㄢ㐡䟺㣏ᩩ䟻 ∸㈠୘㊂㻋⡷䟻㜨♼Ὲ㊨ኬ㟀ⅇ 㻙㻏㻗㻖㻚ெ 㻖㻕୒ெ䟺䝘䞀䜳᫤䠌㻃㻔㐄㛣ᚃ䟻᮶᪝ᮇኬ㟀ⅇ 㻔㻜㻏㻕㻕㻘䟼㻔㻌 㻗㻚୒ெ䟺䝘䞀䜳᫤䠌㻃㻖᪝ᚃ䟻 㻛㻗㻓୒㣏㻒㻔㐄㛣ฦ᮶ᾇᆀ㟀 䠹䠽୒㻓㻘㻕ኬ᭩ᚃ㛣㐄㻔㻒ெ୒㻓㻓㻘ெ㻓㻓㻓㻏㻛㻔䡐㻓㻓㻓㻏㻕㻔 㟀ᆀᾇ᮶䝿ᾇ༞᮶
 㤫㒌├ୖᆀ㟀᮶ᾇ䝿᮶༞ᾇ䝿༞ᾇᆀ㟀 ᭩ኬ㻗㻔୒䠽䠹㻕㻏㻖㻘㻔୒㣏㻒㻔㐄㛣ฦ㻔㻜㻓୒ெ㻒㻔㐄㛣ᚃ㻚㻏㻜㻓㻓䡐㻜㻏㻕㻓㻓ெ㻕㻛㻏㻓㻓㻓ெ 㻚㻏㻘㻔㻓୒㣏㻒㻔㐄㛣ฦ㻚㻓㻓୒ெ㻒᭩ኬ㻔㻔㻏㻓㻓㻓ெ
2 近年発生した災害および今後想定される災害時の避難者数
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図表 7　東日本大震災避難者数の変動（人口比率、宮城県の場合）
参考文献12）を基に科学技術動向研究センターにて作成









































































































































































































































































図表 13　災害発生後に必要な食料 ➠䠃䜽䝊䞀䜼 ➠䠄䜽䝊䞀䜼 ➠䠅䜽䝊䞀䜼᭿㛏᭿୯᭿▯ⅇᐐⓆ⏍䡐ᩐ᪝㛣 ᩐ᪝㛣䡐ᩐ㐄㛣 ᩐ㐄㛣䡐ᩐ䛑᭮㛣…䛴ฺ⏕䜊ຊ⇍ㄢ⌦䛴୘こ䛰㣏ဗ䛒ᚪこ 㞹Ẵ䝿䜯䜿䝇䝌䜷䝷䝱➴䛱䜎䜐ἓ䛑䛝䛥…䛒ฺ⏕ྊ⬗䟺ྱ…䛡䜙䟻⇍″䛮ㄢ⌦シങ䜘⏕䛊䛬㣏ᮞ䛑䜏䛴ㄢ⌦䛒ྊ⬗䕵䕵㽙䟻Ề㻋㐠Ề 䕵䕵㽙Ẵ㞹 䕵㽙㽙䜽䜰 䕵䕝㽙ങ⵫㣏ᩩ ങ⵫㣏ᩩ ങ⵫㣏ᩩᨾᥴ㣏ᩩ ᨾᥴ㣏ᩩ䟹㣏ᮞ⮤ᕤㄢ㐡㣏ᮞ䕵䠌౐⏕ྊ⬗䚭䚭䕝䠌ୌ㒂౐⏕ྊ⬗䚭䚭㽙䠌౐⏕୘ྊฺ⏕䛟䜑㣏ᩩ䝿㣏ᮞ
᭿㛣≟Ἓㄢ⌦シങ䝭䜨䝙䝭䜨䝷䜽䝊䞀䜼
4 「非常食」から災害時に役立つ「災害食」へ





図表 16　災害食のカバーする範囲㣟ᩩ䛰䛝 㣟ᩩ䛈䜐పெ䟺ୌ⯙䟻 㽙 䕝 䕝 㽙పெ䟺≁Ṟ㣏ဗᚪこ⩽䟻 㽙 㽙 㽙 㽙ථ㝌䝿ථᡜ⩽ 㽙 㽙 㽙 㽙አฝ⩽䟺♣ဤ䚮⫃ဤ䚮ᖉᏩᅏ㞬⩽➴䟻 㽙 䕝⿍ⅇᆀషᴏ⩽䟺ୌ⯙䟻 㽙 䕝 䕝 ⅇᐐᑊᚺᚉ஥䛴పẰ䜘ྱ䜆⿍ⅇᆀషᴏ⩽䟺≁Ṟ䟻 䕝 ᾐ㜭䚮⮤⾠㝪➴䕝䠌䚭⌟≟䛴㟸ᖏ㣏䛭ୌ㒂ᑊᚺ 䛴䛒䛰䛊䛑䛈䛩䛬䜈䜕䛠䛑䜈䜑䛊䛬䛝ᚺᑊ䛭㣏ᖏ㟸䛴≟⌟䠌㽙 ➠䠃䜽䝊䞀䜼 ⩻ങ䜼䞀䝊䜽㻖➠䜼䞀䝊䜽䠄➠ฦ༇⩽㇗ᑊ




























































































図表 17　対象者とステージから見た自助・共助・公助Ὡິ䝿⏍Ὡሔᡜ ᑊ㇗⩽ ➠䠃䜽䝊䞀䜼 ➠䠄䜽䝊䞀䜼 ➠㻖䜽䝊䞀䜼పெ䟺ᥴ㆜୘こ⩽䟻 ⮤ ⮤䚮භ ⮤䚮භపெ䟺ⅇᐐ᫤こᥴ㆜⩽䟻 ⮤ ⮤䚮භ ⮤䚮භභ䚮⮤භ䚮⮤⮤⩽ᡜථ䝿㝌ථ භ䚮⮤භ䚮⮤⮤ဤ⫃ භ䚮⮤භ䚮⮤⮤ဤ⫃䚮ဤ♣➴మ἖⮤䝿ᴏ௺ ප䚮⮤⩽㞬ᅏᏩᖉᆀᇡపெ䟺ⅇᐐ᫤こᥴ㆜⩽䟻 ⮤䚮ප ප පᆀᇡపெ䟺ᥴ㆜୘こ⩽䟻 ⮤䚮ප ප පᆀᇡపெ䟺ⅇᐐᑊᚺᚉ஥⩽䟻 ⮤䚮ප ප ප௺ᴏ䝿⾔ᨳ⫃ဤ䟺ⅇᐐᑊᚺᚉ஥⩽䟻 ⮤ ⮤ ⮤භ䚮⮤䟻⩽㆜ᥴこ᫤ᐐⅇ䟺ெపᇡᆀ භ䚮⮤䟻⩽こ୘㆜ᥴ䟺ெపᇡᆀ⮤ຐ䠌䚭ᑊ㇗⩽䛴ᡜᒌ䛟䜑⤄⧂䟺ᐓ᪐䚮௺ᴏ䚮⮤἖మ➴䟻䛭ⅇᐐ㣏䜘⏕ណභຐ䠌䚭ⅇᐐ䜘ུ䛗䛥⤄⧂㛣䛭ⅇᐐ㣏䜘⼝㏳䛝䛈䛌පຐ䠌䚭⾔ᨳ䛑䜏䛴ᨥᥴ
⿍ⅇపᏩ⑋㝌䝿௒㆜᪃シ➴㑂㞬ᡜ௫シపᏩ


























































䜳䝭䝇䜯䞀B䜳䝭䝇䜯䞀A䝘䝭䝙䜯䝰䞀A 䛐䛱䛔䜐䛈䛿䛑䜕㣨 ⨲⩐Aஜ䝕䝷䜳䝭䝇䜯䞀C∭୺䛴⣪Ⓣ㣜A⧹ථ䝕䝷 䝗䜽䜵䝇䝌ᰜ㣬⿭ຐ㣏ဗ䛛䜙䜄䛴ⵞ↕













































































































































































































































































































4）　新潟大学地域連携フードサイエンス・センター　災害時における食と福祉　2011 年 5 月 23 日発行（光琳）
5）　別府茂　災害時に役立つ食品技術　（日本調理食品研究会誌　調理食品と技術　第 17 巻 4 号）
6）　内閣府　平成 22 年版防災白書：http://www.bousai.go.jp/hakusho/h22/index.htm
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10）　キユーピーニュース第 450 号（2011.8.18 発行）
11）　総務省消防庁　地方防災行政の現況　（平成 23 年 2 月 16 日公表予定）
12）　宮城県　震災被害状況：http://www.pref.miyagi.jp/kikitaisaku/higasinihondaisinsai/higaizyoukyou.htm







平成 18 年 10 月 12 日
16）　東京都防災会議　東京都地域防災計画　震災編（平成 19 年修正）　本冊：
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/pdf/keikaku/h-sinsai3-12.pdf
17）　東京都防災会議　東京都地域防災計画　震災編（平成 19 年修正）　別冊資料（資料第 147）：
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/pdf/keikaku/s-sinsai.pdf
18）　日本脳卒中学会声明（平成 23 年 7 月 31 日）：http://www.jsts.gr.jp/img/seimei.pdf
19）　新潟大学地域連携フードサイエンス・センター：
これからの非常食・災害食に求められるもの 2　2008 年 5 月 15 日発行　（光琳）
20）　新潟大学地域連携フードサイエンス・センター：
これからの非常食・災害食に求められるもの　2006 年 6 月 10 日発行（光琳）
21）　宇宙航空研究開発機構　宇宙日本食認証基準：http://iss.jaxa.jp/spacefood/about/outline/
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